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３. 簡潔に要約された財務諸表

【法人単位】

（１）貸借対照表 http://www.jica.go.jp/disc/settle/h24/ku57pq00001f7tzd-att/corp_01.pdf

流動資産 流動負債

現金及び預金

有価証券

貸付金

貸倒引当金(△） その他

その他 固定負債

固定資産 資産見返負債

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産 その他

貸倒引当金(△）

その他 資本金

一般勘定政府出資金

有償勘定政府出資金

資本剰余金

利益剰余金

評価・換算差額等

（２）損益計算書 http://www.jica.go.jp/disc/settle/h24/ku57pq00001f7tzd-att/corp_01.pdf

経常費用 (A)

業務費

技術協力プロジェクト関係費

国民参加型協力関係費

援助促進関係費

事業支援関係費

有償資金協力業務関係費

無償資金協力事業費

その他

一般管理費

財務費用

その他

経常収益 (B)

運営費交付金収益

有償資金協力業務収入

無償資金協力事業資金収入

その他

臨時損失 (C)

臨時利益（D)

当期総利益 (B-A-C+D+E)

資産の部 金額 負債の部 金額

80,000 95,993無償資金協力事業資金

107,170 運営費交付金債務 22,624

317,109

88,811

85,363

（単位：百万円）

55,331

2,250

11,020,269

△ 140,847

1年以内償還予定財政融資資金借入金

6

債券 260,000

財政融資資金借入金 1,662,561

8,826

2,454,726

純資産の部△ 40,577

67,279

7,714,798

80,549

72,617 負債合計

△ 16,687

1,135,920

△ 32,708

純資産合計 8,868,602

資産合計 11,323,328 負債純資産合計 11,323,328

（単位：百万円）
金額

370,950

362,230

72,017

14,738

13,333

128,703

96,618

8,579

8,451

36

28,242

2,024

8

17,454

93,236

233

448,748

126,465

221,549

96,618

4,116

破産債権、再生債権、更生債権その他
これらに準ずる債権

前中期目標期間繰越積立金取崩額 (E)
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（３）キャッシュ・フロー計算書 http://www.jica.go.jp/disc/settle/h24/ku57pq00001f7tzd-att/corp_01.pdf

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー（A）

無償資金協力事業費支出

無償資金協力事業資金収入

貸付金の回収による収入

財政融資資金借入による収入

債券の発行による収入

その他収入・支出

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー（B）

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー（C）

Ⅳ資金に係る換算差額（D）

Ⅴ資金減少額（E=A+B+C+D)

Ⅵ資金期首残高（F）

Ⅶ資金期末残高（G=F+E)

（４）行政サービス実施コスト計算書 http://www.jica.go.jp/disc/settle/h24/ku57pq00001f7tzd-att/corp_01.pdf

Ⅸ（控除）法人税等及び国庫納付額

運営費交付金収入 149,663

102,413

629,557

金額

△ 94,409

△ 132,224

△ 98,052

△ 665,481

82,900

189,668

△ 89,294

28,629

59,646

△ 323,204

372,974

△ 225,165

41,153

△ 100

△ 24,726

126,896

102,170

Ⅷ機会費用 43,360

1,480

Ⅲ損益外減損損失相当額 639

Ⅳ損益外利息費用相当額 1

Ⅴ損益外除売却差額相当額 △ 59

Ⅵ引当外賞与見積額 △ 64

Ⅶ引当外退職給付増加見積額 1,419

Ⅹ行政サービス実施コスト 192,586

△ 1,999

Ⅱ損益外減価償却相当額

貸付金利息収入

財政融資資金借入金の返済による支出

（控除）自己収入等

損益計算書上の費用

（単位：百万円）

(単位：百万円）

金額

147,808Ⅰ業務費用

貸付による支出

事業支出
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【一般勘定】

（１）貸借対照表 http://www.jica.go.jp/disc/settle/h24/ku57pq00001f7tzd-att/gen_01.pdf

流動資産

現金及び預金

有価証券

その他 その他

固定資産

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

資本剰余金

利益剰余金

（２）損益計算書 http://www.jica.go.jp/disc/settle/h24/ku57pq00001f7tzd-att/gen_01.pdf

経常費用 (A)

業務費

技術協力プロジェクト関係費

国民参加型協力関係費

援助促進関係費

事業支援関係費

無償資金協力事業費

その他

一般管理費

財務費用

その他

経常収益 (B)

運営費交付金収益

無償資金協力事業資金収入

その他

臨時損失 (C)

臨時利益（D)

前中期目標期間繰越積立金取崩額 (E)

当期総損失 (B-A-C+D+E)

資本金

233,527

72,017

2,022

8

13,333

28,242

56,723

3,463

8,451

36

96,618

193,830

6,131

△ 16,687

67,279

純資産の部

2,250

574

15,665

137,106

資産の部 金額 負債の部

（単位：百万円）

金額

資産合計

（単位：百万円）

金額

242,247

126,465

96,618

233

14,738

8,579

17,454

226,546

△ 261

80,000

負債合計

5

46,297

運営費交付金債務

無償資金協力事業資金

固定負債

その他

流動負債

95,993

193,830 負債純資産合計

資産見返負債

政府出資金

純資産合計

48,350

3,197

22,624

15,981
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（３）キャッシュ・フロー計算書 http://www.jica.go.jp/disc/settle/h24/ku57pq00001f7tzd-att/gen_01.pdf

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー（A）

　　事業支出

無償資金協力事業費支出

人件費支出

運営費交付金収入

無償資金協力事業資金収入

その他収入・支出

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー（B）

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー（C）

Ⅳ資金に係る換算差額（D）

Ⅴ資金減少額（E=A+B+C+D)

Ⅵ資金期首残高（F）

Ⅶ資金期末残高（G=F+E)

（４）行政サービス実施コスト計算書 http://www.jica.go.jp/disc/settle/h24/ku57pq00001f7tzd-att/gen_01.pdf

Ⅲ損益外減損損失相当額

Ⅴ損益外除売却差額相当額

Ⅸ（控除）法人税等及び国庫納付額

1

△ 14,662

149,663

（単位：百万円）

金額

△ 3,093

△ 3,515

4,044

△ 9,095

102,413

△ 132,224

△ 98,052

△ 100

△ 8,666

52,016

43,350

（単位：百万円）

金額

241,306Ⅰ業務費用

244,269

（控除）自己収入等 △ 2,963

Ⅱ損益外減価償却相当額 1,480

損益計算書上の費用

639

△ 59

1,413

Ⅷ機会費用 298

Ⅵ引当外賞与見積額 △ 64

Ⅶ引当外退職給付増加見積額

Ⅳ損益外利息費用相当額

△ 1,999

Ⅹ行政サービス実施コスト 243,016
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【有償資金協力勘定】

（１）貸借対照表 http://www.jica.go.jp/disc/settle/h24/ku57pq00001f7tzd-att/fin_01.pdf

流動資産 流動負債

貸付金

貸倒引当金(△）

その他 その他

固定資産 固定負債

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産 その他

貸倒引当金(△） 資本金

その他 政府出資金

利益剰余金

準備金

その他

評価・換算差額等

（２）損益計算書 http://www.jica.go.jp/disc/settle/h24/ku57pq00001f7tzd-att/fin_01.pdf

（単位：百万円）

経常費用 (A)

有償資金協力業務関係費

借入金利息

金利スワップ支払利息

業務委託費

物件費

貸倒引当金繰入

偶発損失引当金繰入

その他

経常収益 (B)

有償資金協力業務収入

貸付金利息

受取配当金

その他

その他

臨時損失（C) 

臨時利益（D)

当期総利益 (B-A-C+D)

破産債権、再生債権、更生債
権その他これらに準ずる債権

11,020,269

（単位：百万円）

資産の部 金額 負債の部 金額

1年以内償還予定財政融
資資金借入金

317,109

△ 140,847

負債合計 2,317,620

純資産の部

131,651 69,698

9,035 債券 260,000

7,714,798

1,036,291

93,497

0 財政融資資金借入金 1,662,561

8,252

72,617

△ 32,708

純資産合計 8,811,879

資産合計 11,129,499 負債純資産合計 11,129,499

金額

128,703

128,703

31,348

21,031

12,795

25,278

9,759

222,202

221,549

184,958

27,520

9,071

653

2

0

93,497

△ 40,577

77,352

20,196

8,297
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（３）キャッシュ・フロー計算書 http://www.jica.go.jp/disc/settle/h24/ku57pq00001f7tzd-att/fin_01.pdf

(単位：百万円）

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー（A）

債券の発行による収入

その他収入・支出

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー（B）

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー（C）

Ⅳ資金減少額（D=A+B+C)

Ⅴ資金期首残高（E）

Ⅵ資金期末残高（F=E+D)

（４）行政サービス実施コスト計算書 http://www.jica.go.jp/disc/settle/h24/ku57pq00001f7tzd-att/fin_01.pdf

（単位：百万円）

貸付金の回収による収入

金額

△ 98,452

△ 665,481

△ 323,204

△ 16,060

629,557

128,705

50,248

82,900

金額

△ 93,497

58,820

189,588

△ 71,458

32,144

Ⅳ行政サービス実施コスト

（控除）自己収入等 △ 222,202

Ⅱ引当外退職給付増加見積額 6

Ⅲ機会費用

Ⅰ業務費用

△ 50,430

損益計算書上の費用

注：独立行政法人国際協力機構法第28条に基づく財務諸表は、財産目録、貸借対照表、損益計算書です
が、独立行政法人会計基準第42にあわせ、貸借対照表、損益計算書、及び任意に作成するキャッシュ・フ
ロー計算書、行政サービス実施コスト計算書を掲載しております。

43,062

59,646

74,880

貸付による支出

貸付金利息収入

財政融資資金借入による収入

財政融資資金借入金の返済による支出
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【一般勘定】

表　行政サービス実施コストの経年比較

損益外利息費用相当額

【有償資金協力勘定】

表　行政サービス実施コストの経年比較 (単位：百万円）

　　うち損益計算書上の費用

　　うち自己収入等

行政サービス実施コスト

（２）施設等投資の状況（重要なもの）

無し

無し

103,990

注：有償資金協力勘定は、平成20年10月1日に旧国際協力銀行より承継されたため、20年度については、平
成20年10月1日～平成21年3月31日の期間における発生額を計上しております。

区分

行政サービス実施コスト

損益外除売却差額相当額

うち自己収入

うち損益計算書上の費用

1

(控除)法人税等及び国庫納付額

引当外退職給付増加見積額

引当外賞与見積額

- - △ 2

613

3,543

3,369

△ 1,999

75,289

△ 36,949 △ 77,669

43,062

△ 18,767 △ 50,430

95,008

89,078

237,711

△ 252,050

239,135

機会費用 952 962

- 2 1

損益外減損損失相当額 370

-

6

△ 67,958

-

機会費用 49,240

△ 114

△ 19

298

△ 59

△ 6 △ 106 30

△ 478 837

0 △ 461

870

842

業務費用 △ 86,198 △ 181,666

734 165

241,306

24年度区分

損益外減価償却相当額 1,848 1,771

△ 4,413 △ 5,141

23年度

（単位：百万円）

△ 3,504

業務費用 150,284 214,194

21年度 22年度 23年度 24年度

△ 317

20年度 21年度 22年度

244,269

⑤行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析（内容・増減理由）

234,230

　平成24年度の行政サービス実施コストは243,016百万円と、前年度比3,881百万円増（1.6％増）と

なっております。これは業務費が前年度比6,351百万円増（2.8％増）となったことが主な要因です。

233,034

△ 162,972 △ 94,068 △ 93,497

20年度

236,539

1,570

154,697

1,735

238,690

△ 4,460

216,615

219,334

156,991 243,016

37,154 78,018 125,461 128,705

②当年度において継続中の主要施設等の新設・拡充

△ 2,963

1,480

639

△ 64

引当外退職給付増加見積額

平成24年度の行政サービス実施コストは△50,430百万円と、前年度比31,662百万円減（168.7％減）

となっております。これは、機会費用が前年度比32,227百万円減（42.8％減）となったことが主な要

因です。

10 6 12

△ 259,684 △ 219,529 △ 222,202

①当年度中に完成した主要施設等

1,413

△ 123,352

6
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